













年 1 月期の連結経営指標は売上高 2,026,931 百万円・経常利益 190,989 百万円で，住宅メー
カーとしては大和ハウス工業に次ぐ国内第 2 位であった。同社内では戸建・賃貸・分譲住
宅事業が中心で，同事業の 2017 年 1 月期の従業員数は 15,640 人，売上高 965,455 百万円・
営業利益 119,168 百万円に達していた。その一方で，本事件の舞台となったマンション事








































　問題の物件は，X 氏が東京都品川区西五反田に保有していた約 2,000m2 の土地である。
もともとは X 氏が同所で旅館業を営んでいたが，2015 年に廃業していた。広さや交通事
情の面からマンションの好適地である上に，抵当権も付いておらず（＝所有者の一存で処
分可能），「入札ならば 80 億円から 100 億円と噂された物件」（調査報告書 5 頁）であった。
当時は X 氏が同所に独居していたが，2017 年 2 月（7）から末期がんで入院して不在となっ
ていた（8）。
　A 次長が知己の Y 氏から本物件について打診を受けたのは，3 月 27 日頃であった。4
月 4 日には，Y 氏が経営する（株）YH が，売買代金 60 億円・手付金 2,000 万円で本物件の
売買契約を締結したとの説明を受けた。X 氏の身元については，公証役場に X 氏のパス
（5） 以下では，マンション事業本部と東京マンション事業部を合わせて「事業部側」と総称する。
（6） 積水ハウスでは，100 億円以下の案件については取締役会に諮ることを要しなかった。
（7） 以下，特記がない限り，日付はすべて 2017 年である。
（8） 地面師側では，被害者を騙す過程で物件の内覧をさせることが必要だった。同所に居住していた X 氏が入院
で不在となったことで，かねてから準備を整えていた地面師グループが動き出したと推察される。なお，X
氏は事件発覚後の 6 月 24 日に死亡した。
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ポートと印鑑・印鑑証明書を提示し，公正証書による確認を行ったとのことであった（9）。
　4 月 13 日に A 次長と B 課長が，Y 氏・Z 氏（Y 氏のパートナー，事件後に Y 氏と結婚）・
小山（地面師，Y 氏が「X 氏の財務担当」と紹介（10））と面談した。その際に Y 氏は，本
物件の転売価格として 70 億円を提示した。さらに小山が，「X 氏がマンションの購入資金
として約 3 億円の調達を急いでいる，申込証拠金の 2000 万円だけだと X 氏は翻意する可
能性がある，他の購入希望者がたくさん来ているのでスピードが大切だ」（総括検証報告
書 31 頁）と説明したため，A 次長は早急に話を進めないといけないと考えた。なお，A
次長は，仲介役の Y 氏が不動産関係に疎いことを危惧していたところ，小山が不動産取
引に精通していることを知って安心し，以後は小山を頼りにするようになった。
　事業部側ではかねてからマンション用地を探していたため，4 月 14 日に M 本部長・東
京マンション事業部長・A 次長などによる会議が開かれ，（株）YH を通じて本物件を購入
する方針を決定し，社内手続を急いで進めることになった。同 17 日の社内打ち合わせでは，




　4 月 18 日付けで「不動産稟議書（購入）」が起案（11）され，同日中に M 本部長までの決




たことから，K 不動産部長はこの 4 人を後回しにして，同 20 日に阿部社長の決裁を得た（12）。
　なお，4 月 20 日に東京マンション事業部では，X 氏の本人確認について顧問弁護士に
相談し，「本人しか持ち得ない書面類（パスポート，印鑑登録証明，運転免許証，不動産
評価証明書など）を積み上げて確認し，偽造の可能性を低減することしかない」（総括検
証報告書 34 頁）との助言を得た。この助言内容は，A 次長と B 課長にも参考送付された。
2.2　契約の締結
　4 月 19 日，A 次長が契約条件について Y 氏と協議したところ，Y 氏が「節税のため」







（11）この稟議書によれば，購入総額は 7,099 百万円である。256 戸のマンション「グランドメゾン五反田」（仮称）
を建設し，2019 年から販売を開始する予定であった。






　4 月 20 日，A 次長・B 課長・偽 X 氏（地面師が仕立てた偽物）・小山・Y 氏と双方の司
法書士が契約の段取りについて協議し，積水ハウスが 70 億円で購入することや手付金を




　4 月 24 日，前回と同じ顔触れで，X 氏―（株）YH 間の契約解除，X 氏―YH（株）間の売
買契約（代金 60 億円），YH（株）―積水ハウス間の売買契約（同 70 億円）が行われ，所有
権移転の仮登記（15）を申請した（4 月 29 日に手続完了）。この時に，偽 X 氏が持参したパ
スポート，印鑑証明書，権利証の各原本を相手方の C 司法書士と積水ハウス側の司法書
士が一緒に確認したが，やはり贋物であることを見抜けなかった。
　積水ハウス側は，手付金として 12 億円の預金小切手を Y 氏に渡し，Y 氏はその場で偽













り踏み込んだ調査をする必要がございます」（総括検証報告書 36 頁）と A 次長に助言した。
（13）C 司法書士は相手側の登記手続を担当していたが，もともと A 次長が Y 氏の求めに応じて同人を紹介した
という経緯があり，積水ハウス側でも信頼のおける人物であった。
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　さらに C 司法書士は，法務局に出向いて登記名義の履歴調査を実施し，「本件不動産の




旨の回答を得た」（総括検証報告書 36 頁）と A 次長に報告した。
2.3.2　内容証明郵便による警告
　5 月 10 日，積水ハウス本社に内容証明郵便①が到着した。「本件不動産の所有者だが，
仮登記がなされ驚いている。売買契約はしていないから，仮登記は無効であるので抹消せ
よ」（調査報告書 6 頁）との内容であり，仮登記を抹消しない場合には法的手続を取ると
警告していた。この内容証明郵便は X 氏名義であったが，実際には X 氏の異母弟が送付
したものである。X 氏には子供がおらず，同人が死去した際には，この異母弟が相続人で
あった。










によれば X 氏は面会謝絶状態にもかかわらず，代理人ではなく X 氏本人が差出人となっ
ていること，差出人の住所は当時空き家状態の本物件とされ，他に連絡先の記載がなく，
相手方と連絡の取りようがないことが挙げられている。























　・5 月 11 日にブローカー的人物の甲氏が東京マンション事業部を訪問して，「Y 氏に本
取引から外された」との苦情を述べた。翌 12 日には，やはりブローカー的人物の乙





　・5 月 12 日に，積和不動産関西（積水ハウスの 100％子会社）の丙社長が，K 不動産部
長に対して，「手付金が地主には少ししか支払われていないという噂があるが，仲介




　5 月 22 日に N 法務部長・M 本部長・A 次長などによる会議が開かれ，残額の支払いを
前倒しすることにした。その理由は，「ブローカー的人物達の妨害を極力回避する目的」（調
査報告書 8 頁）とされる。翌 23 日に M 本部長と A 次長・B 課長が偽 X 氏・小山・Y 氏
と協議した際に，M 本部長が決済時期の前倒しを提案して相手方も同意した。
　協議後に M 本部長は，「決済日を 6 月 1 日に変更して 49 億円を支払い，留保金 7 億円
は建物解体や土地の境界確認を実施した後に 7 月末に支払う」との方針を決めた。この方
針について N 法務部長の同意を得ると，5 月 25 日に M 本部長が K 不動産部長に電話で
申し入れた（18）。K 不動産部長が，「金額も大きく，乙氏等のネガティブ情報もあるので，
通常の案件では要求しないが，決済金の支払いについては，社長の了解を取ってほしい」
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　5 月 30 日には，小山から A 次長に「本物件の権利証は偽 X 氏の内縁の夫 V 氏が保管
しているが，偽 X 氏と V 氏の関係が悪化し，取りに行けないので権利証の提示ができな
い」との連絡があった。A 次長は権利証の回収を小山に依頼したが，翌 31 日の最終打ち
合わせの際に偽 X 氏は権利証を持参しなかった（19）。これに対して「（A 次長は，）相手方
弁護士や司法書士から，弁護士作成の本人確認証明で移転登記可能と聞くと，安易にその
方法を受け入れた。本人確認証明での登記申請は，A 次長の単独判断で進められた」（調




び上がる仕組みが施されている。C 司法書士が偽 X 氏の持参したパスポートに紫外線を
照射し，添付されている写真と同じ顔が浮かび上がるのを確認すると，A 次長は，この
ような透かしを入れることは偽造では不可能と判断した。
　なお，5 月中旬以降，A 次長は，積水ハウスが分譲中のマンション「グランドメゾン D」
（東京都中野区所在）を，小山を経由して偽 X 氏に積極的に売り込んでいた。同マンショ
ンは，価格が高額のため販売が伸び悩んでいた物件であったが，偽 X 氏は 11 戸（約 7 億
5 千万円）も買い取ることを約束した。
2.5　残金の決済





























　支払いに使われた預金小切手（8 通）の行方を整理すると，このうち 5 通は少額で，相
手方弁護士費用，土地家屋調査士費用などに充てられた。1 通（額面 442 百万円）は YH
（株）の口座①（さわやか信用金庫）に入金され，Y 氏が受領した模様である。1 通（同
749 百万円）は「グランドメゾン D」の代金（6 月 1 日にマンション売買契約を締結）と
して積水ハウスに返還された（21）。残る 1 通の高額小切手（同 3,679 百万円）は，当日中に
YH（株）の口座②（三菱 UFJ 銀行 S 支店）に一旦入金されたが，その直後にほぼ全額が別
の口座（6 件）に送金されており，地面師たちの間で分配されたと推察される。
2.6　登記申請の却下






いた。6 月 9 日には法務局から申請却下の通知が届き，積水ハウスの取締役会に事件が報
告された。
　手付金を含めて購入金額は約 70 億円であったが，積水ハウス側の実質的な被害額は約
55 億 5 千万円である（同社の 2018 年 1 月期決算では 5,559 百万円の特別損失を計上）。前
述（2.4 参照）のとおり 7 億円が建物解体までの留保金とされ，さらにマンション代金と
して約 7 億 5 千万円の小切手が積水ハウス側に返却されていたためである。
　地面師グループは後に検挙され，計 10 人が起訴された。第 1 審では全員が有罪判決を
受け，小山には懲役 11 年の実刑判決が言い渡された。ただし，Y 氏・Z 氏は起訴されて
いない。積水ハウスは YH（株）が受け取った売買差額（転売利益）を返金するよう申し入


















　Y 氏にとって，今回が初めての不動産取引であった。3 月 30 日時点では A 次長も，「不
動産の知識が乏しい Y 氏にこのような土地が手に入るはずはないと考えていた」とされ，
Y 氏に対して「真の所有者の確認が絶対に必要」と地面師詐欺を想定した助言をしたほど
であった（調査報告書 5 頁）。それにもかかわらず，事業部側は，Y 氏が本物件の売買契
約を結ぶことになった経緯について，ろくに事情聴取をしていなかった。
　また，本物件は時価 80 億円から 100 億円と評価され，売却価格の 70 億円は破格の安値
である上に，仲介企業の YH（株）が 10 億円もの利益を中抜きする構図である。このよう
に非常に不利な取引内容をどうして売主が容認したのかについても，疑問に感じてしかる
べきであった。












（23）「この社員（筆者注 :A 次長）と Y 氏は 26～27 年ごろ，芸能プロダクション社長の自宅で開かれた食事会で
知り合った。食事会には芸能関係者や弁護士らのほか，建築士などの不動産関係者も出席。マンション用地
の買収にかかわる部署に在籍していた社員にとって，食事会は物件情報の収集場所にもなっていたという」




それにもかかわらず，A 次長は Y 氏の経歴や事業実態を把握しないまま話を進めていた。
事業部側では，本取引の稟議書を本社に提出する段階でも信用調査を行っておらず，リス
ク管理の面で杜撰と言わざるを得ない。
　ちなみに，事業部側が Y 氏について㈶暴追都民センターに照会したり，（株）YH の信用






本取引に関しては，4 月 19 日に稟議書を受け取った不動産部は，その日のうちに「関係






ていなかった。稟議書提出後の 4 月 19 日に事業部側が信用調査を実施したのは，不動産
部から問い合わせを受けたためと推察される。しかし稟議書には，「欄外の付箋で
4 4 4 4 4 4
，「売主
































偽 X 氏の本人性について再検討する機会が 2 回存在したにもかかわらず，以下に示すと
おり，それらの機会を自ら放棄したことは不適切と言わざるを得ない。
3.3.1　知人による本人確認の未実施













前述（2.3.2 参照）のとおり，この確約書の提出を事業部側に指示したのは N 法務部長で















　5 月 31 日の最終打ち合わせの際に，「偽 X 氏が自分の誕生日や干支を間違えた」と C
司法書士が A 次長に報告した。さらに C 司法書士は，パスポートの表記の一部に他の箇
所とわずかに異なる箇所があると指摘した。
　偽 X 氏の本人性について重大な疑問を抱いてしかるべき局面であるが，「A 次長及び B
課長はこうした指摘を深刻に受け止めず，偽 X 氏の本人性に改めて疑問をもつこともな
く決済を進め（た）」（総括検証報告書 53 頁）とされる。前述（2.4 参照）のとおり同日に





















代議士（2012 年落選）の後援会事務所であった。ちなみに，同社の代表取締役は Y 氏のパー
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3.5.2　権利証未提出の承認





















を求めるべき」（調査報告書 12 頁）である。しかし，A 次長は取引を続行し，偽 X 氏ら
（27）W 元代議士の事務所によれば，「W の記憶によれば，YH（株）から W 事務所に登記を置かせてほしいと依頼





（28）積水ハウス側が「Y 氏のバックには W 元代議士がいる」と認識していた可能性は否定できない。不動産取
引が未経験の Y 氏が本物件を見つけてきたこと，取引価格が非常に割安なこと，Y 氏が 10 億円も中抜きす
るのを偽 X 氏が容認していることなどの不審点を事業部側が看過したのも，「Y 氏のバックに W 元代議士が
いて，最終的に Y 氏から W 元代議士に裏金が流れる構図」との認識であったとすれば，それなりに納得の
いく話である。ただし，調査報告書や総括検証報告書には，この点に関する記述は見当たらない。


















　この点について調査対策委員会は，「当委員会の議論の中では，Y 氏と A 次長の間には，
何か個人的で不適切な関係が存在していたのではないかとの疑義さえでた。（中略）Y 氏
への過度の信頼や偽 X 氏と同人の関係性への関心の薄さなど，その経緯を振り返るとき，



















































首都圏の新築マンションは 2017 年の平均価格が 5,908 万円と，27 年ぶりの高値を付けた。不動産各社は，好
条件の土地をいち早く入手し，市況が好調なうちにマンションを建設・販売しておきたい」（日経ビジネス
2018 年 3 月 5 日号 14 頁）。
 「都心ではインバウンドを見越したホテル開発も増加し，用地の争奪戦が激化。マンションデベロッパーの用
地取得の困難さは日を追うごとに増しており，「危ない案件でも，『背に腹は代えられない』という意識がマ
































































































































ん入ってしまった」と回答している。（ダイヤモンドオンライン 2020 年 2 月 21 日記事〈https://diamond.jp/
articles/-/229577〉（2020 年 12 月 14 日最終確認））
―152―


























結果責任はある」（同 13 頁）と述べているが，この見解には同意できない。会社法第 362
































　　原因 H　本取引への強い執着と相手方への迎合（原因 B・C・D の背景）
　　原因I　営業重視の経営方針（原因 J・K の背景）
　　原因 J　全社的なリスク管理の軽視（原因 E・F の背景）
　　原因 K　事業部門による人材の抱え込み（原因 F・L の背景）
　　原因 L　特定の用地担当者に対する依存（原因 G の背景）
　　原因 M　経営幹部のプレッシャー（原因 G・H の背景）
6.　事件後の混乱
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監査役 2 人の計 4 人で構成される調査対策委員会が設置された。しかし，その調査結果を
待つことなく，同 9 月には本事件の責任を取る形で取締役の処分が実施された。処分内容
は全取締役（計 11 人・社外含む）について報酬減額 2ヶ月とされ，減額割合は和田会長
と阿部社長が 20％，その他が 10％であった。







　2018 年 2 月には，阿部氏が代表取締役会長，稲垣氏が代表取締役副会長，仲井氏が代
表取締役社長にそれぞれ選任された。同 4 月の株主総会時には，和田氏が取締役を退任す
るとともに，企業統治の改革のためとして社外役員が増強され，取締役 11 人（うち社外
3 人）・監査役 6 人（うち社外 4 人）の役員体制（48）となった。



































　その後，2020 年 12 月に総括検証報告書が発表されたことで，調査報告書が積水ハウス
側の過失を強調するあまり，ミスリーディングな点が少なくないことが判明した。特に，






















指摘する」（週刊東洋経済 2019 年 11 月 16 日号 19 頁）。
―156―
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Ltd. suffered in2017 , regarding thepurchaseof realestate forcondominiums.The
reasonswhy the company’s riskmanagementhadvariousproblemswere strong
obsessionof the staff, absence of supervisionon them,pressure fromexecutives,
dysfunctionoftheriskmanagementdepartment,andcompany-widedisregardforrisk
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